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公 告 第 34 号
令 和 8 年 6 月 17 日

訂　　　正　　　公　　　告

　公告第３３号（令和８年６月１５日）により公告した下記件名の入札の一部を次のとおり訂正する。

４　参加資格　④建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条に規定する「電気工事業」に係
る建設業の許可を有し、同法第２７条の２３に基づく有効な経営事項審査を受けているこ
と。

４　参加資格　④建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条に規定する「電気通信工事業」
に係る建設業の許可を有し、同法第２７条の２３に基づく有効な経営事項審査を受けている
こと。

５　入札方法　落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０パーセン
トに相当する額を加算した金額をもって落札価格とするので、各入札者は消費税及び地方
消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の１
００／１１０に相当する金額を入札書に記載すること。

５　　入札方法　落札決定に当たっては、入札書に記載される金額は消費税及び地方消費
税込みの金額をもって落札価格とするので、各入札者は、消費税及び地方消費税に係る
課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、税込金額を入札書に記載すること。な
お、消費税及び地方消費税（以下、消費税という。）対象額、同非対象額及び消費税額の
内訳書を提出するものとする。（なお、内訳書の様式は任意のものとする。）


